
令和２年度全国メディカルコントロール協議会連絡会(第１回）

消防庁からの情報提供

アウトライン

１．救急業務の現況

２．令和元年度 救急業務のあり方に関する検討会

３．救急分野における新型コロナウイルス感染症への対応

４．その他
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１．救急業務の現況



実施体制

ほぼ全ての地域で救急業務が実施されている

消防本部数の推移

Ｈ3.10  936消防本部
（過去最多）

※ 各年とも４月１日時点の消防本部数
※ 市町村合併により減少した消防本部数は（）に記載

管轄人口規模別本部数（全体７２６）

消防本部数及び人口規模別本部数
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（毎年4月1日現在）

年
区分

平成15年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

市町村数 3,136 1,743 1,692 1,689 1,685 1,685 1,686 1,689 1,690 1,690 1,690 1,690

市町村実施率（％） 98.3 98.0 97.9 97.9 98.0 98.0 98.0 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3

人口カバー率（％） 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9

（救急年報報告をもとに作成）
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救急隊・救急隊員・救急救命士の推移

救急隊員数 救急救命士数 救急隊数 救命士運用隊数

消防庁では、救急隊に救急救命士が少なくとも1人配置される体制を目標に救急救命士の養成を進
めており、平成31年4月現在、5,178隊（99.3％）で救急救命士が配置・運用されている

救急隊・救急隊員・救急救命士の運用状況
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（人）（隊）



○救急出動件数の増加と比較して、救急隊数は増加していない

○10年前と比較して病院収容時間・現場到着時間ともに延伸傾向は続いている

救急需要の増大

○ 平成31年／令和元年中の救急出動
件数は10年前と比較して約29.6%増加

○ 救急隊数は、平成31年4月1日現在
10年前と比較して約6.6%の増加

○ 平成30年中の病院収容所要時間は
10年間で4.5分延伸している。

○ 平成30年中の現場到着所要時間は
10年間で1.0分延伸している。
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速報値）

約29.6％増加

約6.6％増加



○ 救急自動車による出動件数及び搬送人員ともに急病・一般負傷は増加し、交通事故は減少傾向

事故種別の救急出動件数と構成比の５年ごとの推移 事故種別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移

※（件数）急病 9.0％増 一般負傷3.2％増 交通事故9.9％減
※（人員）急病 10.6％増 一般負傷3.6％増 交通事故12.4％減救

急
出
動
件
数
・
救
急
搬
送

人
員
の
推
移
と
将
来
推
計

※今後も、高齢化の進展等を背景とし需要の増加が見込まれている
（令和元年版消防白書より抜粋）
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○ 年々、高齢者の搬送割合が増加する一方で、軽症（外来診療）者の割合はほぼ横ばい
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年齢区分別搬送人員と構成比の5年ごとの推移 傷病程度別搬送人員と構成比の5年ごとの推移

（速報値） （速報値）



２．令和元年度
救急業務のあり方に関する検討会



３. 救急安心センター事業(♯7119)

の事業検証体制（連絡会）

事業を実施する上で求められる検証体

制及び平成30年度に実施した統計項目を

用いた先行実施団体における事業効果等

についての検討を行う。

４. 緊急度判定の実施・検証（WG設置）

平成30年度救急業務のあり方に関する

検討会において整理した検証方法を用い

て、119番通報時及び救急現場における

緊急度判定についての実証・検証を行

う。

令和元年度 救急業務のあり方に関する検討会 検討事項

高齢化の進展等を背景とする救急需要の増大の対応や救急業務の質の向上を図るため、「救急業務の円滑

な実施と質の向上」や「救急車の適正利用の推進」等について検討を行う。

１. 外国人傷病者対応（連絡会）

大規模国際イベントの開催や出入国管
理及び難民認定法の一部改正に伴う訪
日・在留外国人の増加を踏まえ、外国人
傷病者対応における現場コミュニケー
ション等の課題調査、好事例の収集等に
よる外国人傷病者対応能力向上に向けた
検討を行う。

２. メディカルコントロール体制の
あり方（連絡会）
精神科救急、感染症対応、ＤＮＡＲ対

応や指導救命士との連携など、メディカ
ルコントロールに求められる役割が大き
く、また、多様化してきたことから、メ
ディカルコントロール協議会の現状把
握、課題などの整理を行う。

５. 救急業務に関するフォローアップ

全国の消防本部における救急業務の取

組状況について、都道府県及び消防本部

を個別訪問し、必要な助言を行い、救急

業務の円滑な推進に資するための支援を

行う。

６. 傷病者の意思に沿った救急現場に

おける心肺蘇生の実施（検討部会）

平成30年度に実施した、傷病者の意思

に沿った救急現場における心肺蘇生の実

施に関する課題の整理等を踏まえた検討

結果の報告を行う。

救急業務の円滑な実施と質の向上 救急車の適正利用の推進 その他（報告事項）

７. 救急隊における観察・処置（連絡会）

各関連学会からの提言に基づき、心臓
病、脳卒中に関する救急隊の観察・処置
について、救急業務の質の向上を目的
に、最新の学術的知見を踏まえながら検
討を行う。
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メディカルコントロール体制のあり方
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メディカルコントロール体制のあり方
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救急搬送

都道府県ＭＣ協議会で、救急搬送における搬送先選定まで
含めた救急医療体制について検討することが可能となった

口頭指導において救急業務に係る内容につ
いて地域ＭＣ体制で事後検証を検討する
【口頭指導に関する実施基準の一部改正等について
（Ｈ25 消防庁次長通知）】

救急救命士法施行

診療の補助、特定行為の実施
（救急救命士法第43条、第44条）

緊急やむを得ない
ものとして行う

特定行為の実施
常時医師から指示を受けられる体制

救急救命処置
応急処置

＜ＭＣ体制構築前＞ ＜現在のＭＣ体制の概要＞

地域包括ケア

メディカルコントロール体制の構築
【救急業務の高度化の推進について（Ｈ13 救急救助課長通知）】

救急隊の処置（消防法第2条第9項）

救急救命処置 ＋
（救急救命士法
第43条、第44条）

救急救命士
救急隊員

応急処置
（消防法

第2条第9項）

医師が行うＭＣ体制下で
のＰＤＣＡサイクル

指導救命士が行うＭＣ体制下でのＰＤＣＡサイクル【救急業務
に携わる職員の生涯教育のあり方について（Ｈ26 救急企画室長）】

＋

＋

MC体制と地域包括ケ
アシステムとの連携

【「平成30年度救急業務のあり方に関する検討会

傷病者の意志に沿った救急現場における心肺蘇
生の実施に関する検討部会」報告書について
Ｒ１ 救急企画室長】

＋

H21年 消防法改正
【消防法第35条の５】

救急救命士に対する指示体制・救急隊員に対する指導・助言体制
医学的観点からの事後検証体制の充実/救急救命士の研修の充実

救急業務の高度化

プロトコルの作成・改定 指示、指導・助言 事後検証 再教育

(１) MC体制へ求められる役割の変遷と整理

消防法第２条９項消防法第２条９項

MC -MC体制-第１ステージ

MC -MC体制-第２ ステージ

MC -MC体制-第３ステージ？

MC体制-第１ステージ：救急救命士の観察・処置に対して医学的観点から担保する体制
MC体制-第２ステージ：救急搬送に関する実施基準の策定を通じ、地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用を図る体制
MC 体制-第３ステージ？：地域包括ケアにおける医療・介護の連携に際して、消防救急・救急医療として協働する体制？

MC体制-第１ステージ：救急救命士の観察・処置に対して医学的観点から担保する体制
MC体制-第２ステージ：救急搬送に関する実施基準の策定を通じ、地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用を図る体制
MC 体制-第３ステージ？：地域包括ケアにおける医療・介護の連携に際して、消防救急・救急医療として協働する体制？

【救急隊の感染防止対策の推進に
ついて Ｒ１ 救急企画室長】

（１） 検討の背景
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MC体制に、様々な役割が求められており、整理することが必要

メディカルコントロール体制のあり方

(２) 拡大するMC体制へ期待される役割

精神疾患・受入れ困難症例

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会
（平成21年度）
→「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の策定について」 (平成21年
10月27日付け消防救第248号消防庁次長通知）

消防と関係他機関との連携（搬送困難事例に対する連携
方策の検討）（平成28年度救急業務のあり方に関する検討会）

→「精神科救急における消防機関と関係他機関の連携について」(平成28年12月

26日付け消防救第189号救急企画室長通知）

救急隊の感染防止対策

救急隊の感染防止対策（平成30年度救急業務のあり方検討
会）
→「救急隊の感染防止対策の推進について」（平成31年３月28日付け消防救第49号救

急企画室長通知）

MC体制に期待される役割が大きく、また、多様化してきている

ＤＮＡＲ事案

傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実
施（平成30年度救急業務のあり方に関する検討会）

→「平成30年度救急業務のあり方に関する検討会傷病者の意思に沿った救急
現場における心肺蘇生の実施に関する検討会」報告書について（令和元年11月８

日付け消防救第205号救急企画室長通知）

その他

通信指令員の救急に係る教育のあり方（平成24年度救急業
務あり方に関する検討会）
→「口頭指導に関する実施基準の一部改正等について」（平成25年５月９日付消防救
第42号消防庁次長通知）

救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方（平成24・
25年度救急業務のあり方に関する検討会）
→「救急業務に携わる職員の生涯教育のあり方について」

（平成26年５月23日付け消防救第103号救急企画室長通知）

救急業務に携わる職員の教育（平成27年度救急業務のあり
方に関する検討会）
→「指導救命士認定者数拡大に向けた取組について」（平成28年３月31日付消防救

第39号救急企画室長通知）



メディカルコントロール体制のあり方

（２） 検討の目的と連絡会概要

1
3

① 検討の目的

② 連絡会の開催概要

⚫日時 ①令和元年９月１０日（火） ②１２月１３日（金） ③令和２年１月２３日（木）
⚫連絡会員

⚫連絡会の議事等
◆現状把握のためのアンケート調査の作成
◆アンケート結果の分析

◆MC体制のコア業務における課題の抽出
オンラインMC
事後検証
救命士再教育

〇MC体制に期待される役割が大きく、また、多様化してきているため、その役割を整理する。

〇整理された役割をもとに、MC体制の実態や課題をより具体的に把握する目的で調査を行う。

〇調査結果をもとに、先進的な取組のヒアリング等を適宜行いながら、実態把握と課題の整理を行う。

伊藤幹（札幌市消防局）

坂本哲也（帝京大学医学部付属病院）

谷本裕幸（神戸市消防局）

溝端康光（大阪市立大学）

今井寛（三重大学医学部付属病院）

瀧澤秀行（東京消防庁）

松田潔（日本医科大学武蔵小杉病院）

村田康裕（久留米広域消防本部）

甘田明広（高崎市等広域消防局）

田邉晴山（救急救命東京研修所）

水野浩利（札幌医科大学）
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検討結果（課題の抽出）

オンラインMC に関して今後検討すべき課題としては、「オンラインMC の『常時性』を保ちつつ、同時に『迅速性』も保てるような地域の実情に
あったオンラインMC 体制の構築に向けた取組」と、「適切なオンライン指示、指導・助言が行われるよう、オンラインMC 医師に望まれる要件
と、その実現のために行うべき消防本部やMC 協議会の取組」であると考える。

オンラインMC

メディカルコントロール体制のあり方

事後検証に関して今後検討すべき課題としては、事後検証結果のよりよい活用を目標に、各救急隊員へのフィードバックという観点か
ら「『誰』が『どの対象』について検証を行うきかの整理」と、MC 体制へのフィードバックという観点から「事後検証結果を踏まえたMC 体
制のPDCA サイクル構築に向けた取組」であると考える。

事後検証

再教育

（３） 検討結果と今後の方向性

再教育に関して今後検討すべき課題としては、適切な再教育におけるPDCA サイクルの構築を目標に、「病院実習」における「定期

的な実習の評価や適切なカリキュラムの見直しを行うための取組」、「日常的な教育」における「どういった内容が日常的な教育と考
えられるかの整理」、「指導救命士の日常的な教育における適切な役割や活用方法とともに、求められる資質や能力及びその向上
策についての検討」等であると考える。

また、再教育（病院実習・日常的な教育）が実施できていない理由として、「他の業務等のため時間確保ができていない」といった理
由が多かったことから、今後、「効率的な再教育体制の検討」を行った上で、業務時間内での再教育に当てる時間の確保についての
積極的な配慮を、各消防本部に対して促すとともに、「再教育の内容、時間及び考え方についての検討」についても今後の課題とし
て整理することが望ましい。

MC体制におけるコア業務等について、全国の消防本部、都道府県MC 協議会及び地域MC 協議会に対し実態調査を
実施した。その結果を基に、現状のMC 体制における現状確認と、その結果分析による課題抽出を行った。

今後は、今年度抽出された課題に対して、MC 体制の第１ステージを全国でしっかりと構築できるような解決策を講じる
とともに、集計結果から見える現状を踏まえて、第２ステージ、第３ステージを視野に入れた今後のMC 体制のあり方に
ついても検討を行っていく。

まとめ（今後の方向性）
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傷病者の意思に沿った救急現場に
おける心肺蘇生の実施

15



傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

検討部会開催状況

回数 開催日 主な議題

第１回
（WG）

平成30年5月30日
・救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対
応と現状について
・実態調査概要（案）について

第２回
（WG）

平成30年6月28日
・救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対
応の現状について
・実態調査（案）について

第３回 平成30年9月5日
・実態調査の結果について
・論点（案）について

第４回 平成30年10月24日 ・とりまとめの方向性（案）について

第５回 平成30年12月13日
・医療政策における在宅医療の位置付け
・とりまとめの方向性（案）について

第６回 平成31年2月14日
・全国老人福祉施設協議会について
・検討部会報告書（素案）

第７回 令和元年7月3日 ・検討部会報告書（案）
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傷病者の意思に沿った救急現場での心肺蘇生に関する検討部会 報告書（概要）

○近年、救急隊が心肺停止の傷病者の心肺蘇生を望んで
いないと言われる事案の対応について、多くの消防本部で
課題として認識されている。

（１）心肺蘇生の対応について

○ 大阪市消防局では、傷病者の生命保護を最優先とし、心肺蘇生を継続して搬送。

○ 広島市消防局や埼玉西部消防局では、かかりつけ医等と連絡し、心肺蘇生中止の
指示が出たら、心肺蘇生を中止。

※ かかりつけ医等については、傷病者の人生の最終段階における医療ケアに携わっていれば、傷病
者の状態や病状を評価し、医学的な観点と併せて、心肺蘇生中止の判断が可能と考える。

（２）救急隊の対応について

○ 傷病者が心肺停止となった経緯や、心肺蘇生の中止等について話し合った関係者の
範囲・内容、かかりつけ医との連絡の有無など、救急現場の状況は千差万別であり、
救急隊の対応については十分な検討が必要。

○心肺蘇生を中止している消防本部では、単にかかりつけ医等に連絡を取るだけではなく、必要に応
じてオンラインＭＣ医と相談しながら、状況に応じた丁寧な対応を行っていることに留意すべき。

（３）救急搬送について

○心肺蘇生中止の際、救急隊の長時間待機が課題（医師の到着までに時間がかかる）。

○心肺蘇生を実施しない、死亡確認等のためだけの搬送は、本来的には、在宅医療や
高齢者施設において速やかに死亡診断を行う体制を整えることで、解消すべき課題。

（４）活動の事後検証等について

○ 救急現場の状況や、救急隊の対応は多様であり、 ＭＣ協議会において事後検証の
対象とすることを検討すべき。

○ 救急隊は救命を役割とし、事前に傷病者の意思が共
有されていないなど、時間的、情報的制約がある中で
は、速やかな心肺蘇生の実施が基本。

○ 一方で、ACP （アドバンス・ケア・プランニング）の考え方
が広まりつつあり、今後、医療・ ケアチームとの十分な話
合いを踏まえた本人の生き方・逝き方は尊重されていく

方向。

２ 実態調査の結果

全国 728 の消防本部を対象に、
○ 傷病者の家族等から、傷病者本人は心肺蘇生を望ま

ないと伝えられる事案の有無。
○ 事案があった本部のうち対応の取り決めの有無。
○ 対応方針の内容（心肺蘇生の実施 または 医師の指示

等による中止）等について、調査を実施。

事案があった（又はあったと思われる）⇒616本部（約85％）

１ 背景

２ 実態調査

３ 検討する上での基本的な認識

４ 検討・考察内容

対応方針
の策定

定めている
（45.6％）

定めていない
（54.4％）

対応方針
の内容

一定条件下で
中止又は実施しない

（30.1％）

心肺蘇生を実施し搬送
（60.5％）

そ
の
他

○傷病者本人が心肺蘇生を望まない意思を示していたにもかかわらず、
救急要請される事案について、集計している消防本部が一部にとどまるなど、
実態が十分に明らかになったとは言いがたい。

・ 各地域での検証を通じた、事案の集積による知見の蓄積が必要。
・ 国民の意見の動向や人生の最終段階における医療・ケアに関する取組状況

等を見極める必要。

５ 今後の対応

将来的には、救急隊の対応の標準的な手順等について検討を
進めていくべき。 17
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６ 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施

通知の発出

● 令和元年１１月８日（金）
「平成３０年度救急業務のあり方に関する検討会傷病者の意思に沿った救急現場における
心肺蘇生の実施に関する検討部会」報告書について（通知）を発出（消防救第２０７号）

★今後、消防機関に求められること

★報告書の要点

①基本的な認識

・救急現場等では、救急要請に至る経緯や、傷
病者が心肺停止になった経過、傷病者と心肺
蘇生の中止等について話し合った関係者の範
囲、傷病者の意思等を記した書面の有無、書
面がある場合には署名の有無など、千差万別
な状況である。

・一方で厚生労働省は、平成30年３月、ACP（アド

バンス・ケア・プランニング、愛称「人生会議」）の考
え方を「人生の最終段階における医療・ケアの決
定プロセスに関するガイドライン」に盛り込むなど、
本人の意思を尊重しながら、医療・介護従事者、
家族等も参加して、生き方・逝き方を探る努力がな
されている。

・救急現場等においても、時間的情報的な制約が
ある中ではあるが、医療・ケアチームとの十分な話
し合いを踏まえた本人の生き方・逝き方は、尊重さ
れていくものと考える。

②現場での対応等 ③今後の方向性
・救急隊は救命を役割とし、心肺停止状態の傷病
者については速やかに心肺蘇生を実施することを
基本に活動している。

・加えて、救急現場等は緊急の場面であり、多く
の場合医師の臨場はなく、通常救急隊には事前
に傷病者の意思は共有されていないなど時間的
情報的な制約がある。

・実態調査の結果、救急現場等で、傷病者の家
族等から、傷病者本人は心肺蘇生を望んでい
ないと伝えられる事案の実態が必ずしも十分に
明らかになったとは言えないところであり、今
後、事案の実態を更に明らかにしていくととも
に、各地域での検証を通じた、事案の集積によ
る、救急隊の対応についての知見の蓄積が必
要であると考えられる。

・患者本人や家族等がどのような最後を迎えた
いか考え、かかりつけ医等を要とする医療従事
者、介護従事者とも話し合い、準備を進める、
ACPに取り組んでいくことが重要である。

心肺蘇生を望まない傷病者に係る救急出動件数の調査 対応の手順等を定めた場合の消防庁への情報提供

★消防庁からのお願い

地域包括ケアシステムや
ACPに関する議論の場への参画 ①在宅医療や介護に関わる関係者の参画も得るなど、メディカルコントロール協議会等における十分な議論

②具体的な対応件数の集計及びメディカルコントロール協議会における事後検証の検討

救急隊の対応の検討等



救急隊における観察・処置
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① 背景・目的

救急隊における観察・処置

（１） 背景・目的と検討方法

20

平成30年12月14日「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法」公布

循環器病に対しての社会の関心が高まっていることを背景に、心臓病及び脳卒中に関する救急隊の観察・処置等につい
て、関係学会から消防庁に対して最新の科学的知見に基づく提案がなされた。

② 検討方法

心臓病、脳卒中それぞれについて、関係学会からの代表者、日本救急医学会からの代表者、消防本部からの代表者
による連絡会を設置し検討を行った。

【観察・処置について】
前提として、特に「救急隊員及び准救急隊員の行う応急処置等の基準」第４条に定める応急処置の原則を踏まえなが
ら、「迅速性」、「簡便性」、「客観的効果」及び「装備資器材」という４つの観点から検討を行った。

【体制等】
体制等については、現在の地域におけるMC 協議会の体制や消防法第35 条の５に定められる傷病者の搬送及び

傷病者の受入れの実施に関する基準の現状等に鑑みながら、実現性・実効性の観点から検討を行った。

開催日時 令和元年12月26日（木）／令和２年１月23日（木）

構成団体 日本循環器学会、日本救急医学会、消防本部

検討項目

①救急業務の現状及び位置付け
②心臓病を疑った際の救急隊の活動の現状
③日本循環器学会からの提案、要望
④その他

・12誘導心電図の搭載・伝達・伝送について
・心原性心不全へのCPAPマスクの使用について

開催日時 令和元年12月26日（木）／令和２年１月21日（火）

構成団体 日本脳卒中学会、日本救急医学会、消防本部

検討項目
①救急業務の現状及び位置付け
②脳卒中を疑った際の救急隊の活動の現状
③日本脳卒中学会からの提案、要望

（心臓病に関する連絡会） （脳卒中に関する連絡会）
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１ 身体観察について
消防学校等における救急科等の救急に関する教育、地域における救急救命士の再教育及び救

急隊員の生涯教育といった場での教育並びに救急現場における適切な実践において、
改めて重視・追加されることが望ましい。
（１）心臓病が疑われる傷病者に対する身体観察について

特に、「頸静脈怒張」、「起坐呼吸」、「下腿浮腫・腫脹」の観察について
（２）脳卒中が疑われる傷病者に対する身体観察について（別表１－２を参照）

（２） あり方検討会後、各消防機関あて通知を発出

救急隊における観察・処置

令和２年３月２７日付消防救第８３号 「救急隊における観察・処置等について（通知）」により情報提供

検討会において妥当と認められた事項について、科学的知見に基づいた救急業務における
知識・技術の向上等を目的として以下のとおり情報提供する。

○地域のMC協議会等と連携を図り、救急活動におけるプロトコール策定による救急現場での実
践や、救急救命士の再教育及び救急隊員の生涯教育等での教育による救急隊員の能力向上
等の点で、地域の実情に応じて検討されたい。

○各都道府県等の消防学校においては、救急科等の救急に関する教育への導入について検討
されたい。

２ 12誘導心電図の測定、測定結果の伝達・伝送について
救急隊が測定に要する時間と救急現場から搬送先医療機関までの距離・搬送所要時間、

地域における心臓病治療・受入れ体制の整備状況、12誘導心電計及び伝送装置の導入に係る
コ スト等とのバランスを勘案し、地域の実情に応じた検討をお願いする。

３ メディカルコントロール協議会への専門医の参加等

提案された事項のうち、各地域におけるメディカルコントロール協議会への循環器・脳卒中専門
医の参加、循環器救急疾患・脳卒中症例の検証会議、医療機関と救急隊との連携・ネットワーク
構築については、心臓病・脳卒中の治療・受入れ体制の整備状況や消防救急体制の現状等と
いった地域の実情に応じて検討することが望ましい。都道府県及び消防本部においては、地域の
メディカルコントロール協議会等と連携し、引き続き、必要な体制整備・充実を図るようお願いする。



３．救急分野における
新型コロナウイルス感染症への対応



○ 救急隊員の行う感染防止対策など具体的手順の徹底

・ 手指衛生 及び 個人防護具（マスク、ゴーグル、感染防止衣、手袋等）の適切な着脱
・ 救急車内の消毒 ・ 救急隊員の健康管理 等

(1) 救急隊員への注意喚起

(4) 第二波への備え

(2) 保健所等関係機関との密な情報共有、連絡体制の構築

(3) 救急搬送困難事案への対応

○ これまで、消防庁より、都道府県消防防災主管部局及び全国の消防本部に対して、以下の内容を含む

新型コロナウイルス感染症に係る注意喚起及び具体的な対応方法に関する通知等を累次にわたって発出。

○ 保健所等が行う移送への協力

・ 保健所等が行う新型コロナウイルス感染症陽性患者等の移送に対する消防機関による協力
・ その他、関連事案発生時における対応に係る役割分担や具体的手順の確認、密な情報共有及び連絡体制の構築 等

○ 「新型コロナウイルス感染症に伴う救急搬送困難事案に係る状況調査」の実施・関係機関との情報共有

○ 救急搬送困難事案の抑制に向けた連携協力

・ 各都道府県調整本部等における新型コロナ疑い救急患者の受入れ等に関する検討に際し、消防関係者も適切に関与し、調整・連携 等

○ 厚生労働省の「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備」に係る取組の周知・関係機関との連携

・ 救急搬送困難事案の抑制に向けた各地域における具体的な取組状況は、総務省消防庁としても継続的に情報収集し、適切に対応

○ 「新型コロナウイルス感染症に伴う救急搬送困難事案に係る状況調査」の継続実施

・ 救急現場においても第二波の兆候を的確に把握するとともに、必要な対策の実施に向けた協議等を実施

救急分野における新型コロナウイルス感染症への対応について
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● 令和２年２月４日（火）
「新型コロナウイルス感染症に係る消防機関における対応について」を発出

（令和２年２月４日付け 消防消第２６号、消防救第３２号（改正 令和２年５月２７日付け 消防消第１６３号、消防救第１３０号））

新型コロナウイルス感染症に係る消防機関における対応について

○ 消防機関における傷病者への対応の具体的手順について（抜粋）

救急業務の実施に当たっては、保健所等との連絡体制を確保した上で、傷病者に対して以下のとおり対応することを基本とされたい。
（１） 全ての傷病者に対して、標準感染予防策（「感染症の患者の移送手引き」）を徹底すること。
（２） 救急要請時に新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者（※）であることが判明した場合は、直

ちに保健所等に連絡し、対応を引き継ぐこと。（新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者は保健所等の医師の判断に基づき新型コロ
ナウイルスの疑似症患者として取り扱われる可能性があり、疑似症患者として取り扱われる場合は保健所等により感染症指定医療機関への
移送等の措置がとられるものであること。）。

（３） 救急要請時に新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者と確認できなかった場合でも、現場到
着時に上記に該当する患者又は傷病者と確認した場合には、直ちに保健所等に連絡し、対応を引き継ぐこと。

（４） 傷病者を搬送後、当該傷病者が新型コロナウイルス感染症の患者と判明した場合には、保健所等から助言を得ながら、対応に当たった救急隊
員の健康管理及び救急車の消毒等を徹底すること。

感染症の患者の移送手引き 救急隊の感染防止マニュアルから抜粋
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● 令和２年４月27日（月）
「心肺停止の新型コロナウイルス感染症患者及び新型コロナウイルス感染症が疑われる傷病者に係る消防機
関における対応について」を発出（消防救第109号）

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う心肺停止傷病者への対応について
（消防機関による対応ガイドライン）

１ ガイドラインへ記載された主な学術的知見（心肺停止の新型コロナウイルス感染症患者等へ
救急隊が対応する際に留意すべき事項）

・ 胸骨圧迫、人工呼吸、気管挿管などの気道確保、気管吸引、異物除去などは大量のエアロゾルを発生させるため心肺
停止傷病者への対応にあたっては感染防止対策を強化して臨む必要がある。（ガイドライン-P1.18行目）
・ N95マスク、目の保護具も含めた個人防護具の着用が徹底されていれば概ね従来の対応でも感染リスクを抑えること
ができるが、新型コロナウイルス感染症（疑いも含む）の心肺停止傷病者には次の取り組みにより一層のリスク軽減が期
待できる。（以下、略。）（ガイドライン-P3.14行目）

２ 各地域における救急隊の心肺蘇生プロトコルについて

・各消防機関におかれては、ガイドラインに記載された内容も参考としながら、今後、救急隊の心肺蘇生プロトコルの改訂
について、地域メディカルコントロール協議会等において検討されたい。

なお、ガイドラインについては、今般、一般社団法人臨床救急医学会より提言されたものであり、今後予定されている
蘇生ガイドライン2020の改訂とは異なるものであることに留意されたい。

３ 救急隊の感染防止対策の徹底等について（再周知）

・各消防機関におかれては、かねてから、新型コロナウイルス感染症患者等（疑われる場合を含む。）への対応に当たる
救急隊員の感染防止対策の徹底を図っていただいているが、今般、これまで参考として示してきた以下の資料を基本とし
て取りまとめた「新型コロナウイルス感染症に対する救急隊員の感染防止対策のポイント」（参考資料）を作成したので、
これも参考としながら、改めて感染防止対策の徹底を図るとともに、対応に当たった救急隊員の健康管理、救急車の消毒
等についても、引き続き徹底をお願いする。

（参考）
①総務省消防庁「救急隊の感染防止対策マニュアル（ver1.0）」（「救急隊の感染防止対策の推進について（通知）」
（平成31年３月28日付け消防救第49号消防庁救急企画室長通知））
（https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/2dc170661c3fee7f3f4c5dd337102e95efa0a853.pdf）
②国立感染症研究所及び国立国際医療研究センター 国際感染症センター「新型コロナウイルス感染症に対する感
染管理（2020年4月7日改訂）」（https://www.niid.go.jp/niid/images/epi/corona/2019nCoV-01-200407.pdf）
③日本環境感染学会「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応ガイド（第2版改訂版 (ver.2.1)（2020年3
月10日改訂）」（http://www.kankyokansen.org/uploads/uploads/files/jsipc/COVID-19_taioguide2.1.pdf） 25

一般社団法人日本臨床救急医学会より、心肺停止の新型コロナウイルス感染症患者及び新型コロナウイルス感染症が疑われる傷病者に対して、救急隊が実施する心肺蘇生についての注
意事項等を最新の学術的知見に基づき取りまとめた消防機関によるガイドラインの提示並びにガイドラインの全国の消防本部への周知及び活用に係る提言があったことを踏まえ、以下の内
容の通知を発出
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【救急車】

緊急消防援助隊設備整備費補助金
により、救急車による救急搬送時等の
感染を防ぐための車両・資機材等の
整備を促進

【指揮車】

(注) 患者を隔離して搬送するための陰圧装置付用具

【救急車等の整備促進】

R２一次補正予算額 １３．２ 億円

救急隊の感染防止資器材確保支援事業等

○救急隊の感染症患者の緊急搬送における
感染防止対策

○消防本部の感染症への対応能力の総体的な強
化等のため、救急車をはじめとする緊急消防援
助隊登録車両等の整備について加速化する
（緊急消防援助隊設備整備費補助金（１／２補助））

２ 令和２年度 一次補正予算

１ 令和元年度一般会計予備費使用（総務省所管分）

救急隊の感染防止資器材確保支援事業 【令和元年度所要額】
２．４億円（うち予備費１．６億円）

〇 傷病者の救急搬送に携わる救急隊員の感染症への感染を防ぐために必要な感染防止衣等
の資器材が特定の地域で大量感染が発生した場合など、今後、大幅に不足する恐れがある。
〇 資器材の需給関係が安定するまでの緊急的な措置として、消防庁において、感染防止衣等

の必要な資器材を購入した上で、必要とする消防本部に対して当該資器材を迅速に提供する形
で支援を行う。

事業概要

消防における救急活動用の車両・資器材等の整備

新型コロナウイルス感染症の患者等の移送・搬送に万全を期すため、消防における救急活動用の車両・資器材等を整備する。

【アイソレーター】注

３ 令和２年度 二次補正予算

R２二次補正予算額 ３．４ 億円救急隊の感染防止資器材確保支援事業

新型コロナウイルス感染者（疑い例を含む）の移送・搬送の増加に加え、新型コロナウイルス感染症以外の通常の１１９番対応においても感染防止
の徹底が必要とされる状況の中、夏場の熱中症対応での救急搬送増等に備え、救急隊員が使用するマスク、感染防止衣等の資器材について、緊
急的な措置として消防庁が一括購入した上で、必要とする消防本部に対して迅速に提供する形で支援を行う。

支援資器材 Ｎ９５マスク・感染防止衣・グローブ・エタノール

支援資器材 Ｎ９５マスク・感染防止衣・グローブ・エタノール、ゴーグル

支援資器材 Ｎ９５マスク・感染防止衣・エタノール・人工鼻フィルター



新型コロナウイルス感染症に係る消防機関と保健所等との連携体制の構築等について

● 令和２年２月２８日（金）
「新型コロナウイルス感染症に係る消防機関と保健所等との連携体制の構築等について」を発出（事務連絡）

（前略）
今般、新型コロナウイルス感染症対策の基本方針（令和２年２月25日新型コロナウイルス対策本部決定）が決定されましたが、消防機関においても、今後、
救急要請時や救急現場到着時において、新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者（以下「患者等」とい
う。）への対応事案が大幅に増えたときに備え、一段と的確に対応を図っていくことが必要と考えられます。
つきましては、消防機関においては、改めて感染防止対策の徹底を図るとともに、消防機関が移送することとなった場合の移送先医療機関の決定等に困難
が生じることのないよう、あらかじめ保健所等との密な情報共有、連絡体制の構築に努めていただきますよう、重ねてお願いします。
（中略）
このたび、消防機関と保健所等との連絡体制の構築等に関して、関係消防機関に御協力いただき、先行取組事例等を取りまとめましたので、いずれも参考
としてください。

先行取組事例等

政令指定都市の事例
（横浜市消防局）

中核市・保健所設置市の事例
（岡崎市消防本部）

一部事務組合の事例
（北見地区消防組合消防本部）

大規模本部の事例
（東京消防庁）
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新型コロナウイルス感染症に伴う救急搬送困難事案に係る状況調査について

● 令和２年４月２３日（木）
「新型コロナウイルス感染症に伴う救急搬送困難事案に係る状況調査について」（消防救第103号）を発出

○ 背景・目的
新型コロナウイルス感染症の臨床的な特徴に鑑み、発熱等を伴う傷病者への対応に関して、今般、受入医療機関の決定に苦慮する事案が

報告されている。消防庁では、各地の消防機関におけるこのような実態の有無等を把握するとともに、関係機関における必要な対応策の検討
に活用することを目的として、本調査を実施するもの。

○ 調査実施期間
令和２年４月２７日（月）から当面の間

○ 調査実施団体
① 政令指定都市を管轄する消防本部及び東京消防庁
② 各都道府県の代表消防本部（上記①該当本部を除く）

○ 調査対象事案
① 医療機関への受入照会回数４回（４回目で搬送先医療機関が決定した事案）以上の事案
② 現場滞在時間（現場到着から現場出発までに要した時間）が30分以上の事案
③ 上記①かつ②の事案
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４．その他



４. 救急安心センター事業(♯7119)の全国展開に向けた検討（部会）
救急安心センター事業（♯7119）は、これまでの検討会において事業の普及、広報及び既存団体の質の向上などに取り組んできたが、

令和２年３月現在、16地域での実施にとどまっている。住民に対して安心・安全を与えることのできる事業であることから、更なる普及
を促進するため、部会を設置し、抜本的な検討を行う。

令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 検討事項

高齢化の進展等を背景とする救急需要の増大の対応や救急業務の質の向上を図るため、「救急業務の円滑
な実施と質の向上」や「救急車の適正利用の推進」等について検討を行う。

１. 救急業務におけるメディカルコントロール体制のあり方（WG（その下に小会合を２つ））
救急救命士の行う救急救命処置の質の担保からはじまり、搬送先選定の基準策定など、拡大してきたMC体制について、昨年度検討会に

おける検討結果を踏まえ、求められる役割を十分担えるように、課題の解決及び今後のあり方について、深掘りした検討を行う。
検討に当たっては、MC体制の現状を俯瞰しつつ、今後のあり方全般についての検討を行うWGを設置するとともに、当該WGの下に、

昨年度抽出したいわゆる「コア業務」における課題解決に向け、「オンラインMC小会合」及び「再教育小会合」を設置し、検討を深める。

２. 救急活動におけるICT技術導入（連絡会）
救急現場での活動時間短縮等を目的に、IoTを活用した傷病者観察情報のデジタルデータ化、RPA等の先進技術を活用した情報の

自動入力等スマート化などを検討する連絡会を設置し、消防本部の協力を得て実証実験を行い、成果を掲示し導入を促進する。

３. 蘇生ガイドライン改訂への対応（WG）
2020年は、5年に一度、国際的に統一した蘇生ガイドラインが公表される年に当たる。蘇生ガイドライン改訂に伴う諸課題に関する

調査・分析及び検討を行うとともに、的確な情報収集に努め、改訂に対応する提案を行う。
（２年計画とし、今年度は市民への応急手当指導の改訂、次年度は救急隊員の処置の改訂をそれぞれ検討予定。）

５. その他（報告事項）
救急業務に関するフォローアップとして、全国の都道府県を４年間で訪問する。訪問先都道府県で課題が顕在化している消防本部を個別

訪問し、各地域の課題をより深く把握するとともに、救急業務の円滑な推進に資するための必要な助言を行う。あわせて、これまで消防庁
から発出した通知に対する取組状況等についても調査を行う（今年度は１年目）。

救急安心センター事業（♯7119）担当者及び普及促進アドバイザーによる現状及び実態を互いに把握するための連絡会の報告を行う。

救急業務の円滑な実施と質の向上

救急車の適正利用の推進

その他（報告事項）
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(１) JRC蘇生ガイドライン2020作成作業延期に伴う消防庁の蘇生ガイドラインの改定への対応

31

○ 日本蘇生協議会の動き
令和２年５月28日
新型コロナウイルスの世界的な蔓延のため、JRC蘇生ガイドライン2020を当初の予定から少なくと
も半年間作成を延期と発表
ドラフト版作成は令和３年３月の予定

○ 消防庁の対応
「令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会（第１回）（令和２年５月21日開催）」において
JRC蘇生ガイドライン2020の知見に基づく救急活動の展開と救命率の向上を図るため、情報収集
と併せて、今年度秋頃から一般市民･救急隊･通信指令員が行う各要領の改訂作業等を進めてい
くとしていたが、JRC蘇生ガイドライン2020作成作業の延期に伴い具体な改訂作業については
ドラフト版作成後の令和３年３月以降に速やかに検討を開始することとした
（ドラフト版作成前は改訂のスキームを検討していく）

○ 日本蘇生協議会の動き
令和２年５月28日
新型コロナウイルスの世界的な蔓延のため、JRC蘇生ガイドライン2020を当初の予定から少なくと
も半年間作成を延期と発表
ドラフト版作成は令和３年３月の予定

○ 消防庁の対応
「令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会（第１回）（令和２年５月21日開催）」において
JRC蘇生ガイドライン2020の知見に基づく救急活動の展開と救命率の向上を図るため、情報収集
と併せて、今年度秋頃から一般市民･救急隊･通信指令員が行う各要領の改訂作業等を進めてい
くとしていたが、JRC蘇生ガイドライン2020作成作業の延期に伴い具体な改訂作業については
ドラフト版作成後の令和３年３月以降に速やかに検討を開始することとした
（ドラフト版作成前は改訂のスキームを検討していく）

令和２年度 令和３年度

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月

当初

新対応案

ド

ラ

フ
ト
版

作

成

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン
公

表

「市民用の応急手当」
の検討

「医療従事者用」の検討
（救急隊員（救急救命士
含む）の行う救急活動）

「医療従事者用」の検討

（救急隊員（救急救命士
含む）の行う各要領）

「市民用の応急手当」
の検討

改訂のスキームの検討



救急隊の感染防止対策の推進を目的とした血中抗体検査及びワクチン接種の実施

①感染防止対策マニュアルの策定 ②消防機関における感染防止管理体制の構築など感染防止の取組
③救急隊員の血中抗体検査及びワクチン接種の実施 救急隊の感染防止対策の体制整備・充実を推進

○救急隊の感染防止対策の推進について（平成31年３月28日 消防救第49号 消防庁救急企画室長通知）

・感染症の国際的な拡大の懸念

・「感染症対策に関する現況調査」の結果を
踏まえた対策の必要性

など

平成３０年度救急業務のあり方に関する検討会における
「救急隊の感染防止対策ワーキンググループ」において検討

【事業背景】

令和２年度地方財政措置の決定

【イメージ図】

血中抗体検査及びワクチン接種に
対する地方交付税措置の対象

令和元年度まで

B型肝炎
麻しん

風しん

水痘

流行性
耳下腺炎

破傷風

B型肝炎

令和２年度より

※１ 麻しん、風しん、水痘及び流行性耳下腺炎について
・検査診断で確定した罹患歴がある者及び１歳以上で２回の予防接種記録がある者に対しては、血中抗体検査は必須ではない。
これに該当しない者に対しては、血中抗体検査を行い、検査結果に応じて、必要な回数のワクチン接種を行うこと。
・令和４年３月31日までの間に限り、昭和37年４月２日から昭和54年４月１日までの間に生まれた男性が風しんに係る定期の
予防接種の対象者として追加されたため、該当する救急隊員については、当該事業を活用して風しんの血中抗体検査及びワ
クチン接種を受けること。

※２ 破傷風について
・血中抗体検査が臨床において一般的でないため、確実なワクチン接種歴が確認できる場合を除き、血中抗体検査なしにワク
チン接種を行うことが通例である。
・小児期に２回以下のワクチン接種しか受けていない者に対しては、接種回数の累計が３回になるようにワクチン接種を行う
こと。その後は、小児期に３回以上のワクチン接種を受けた者も含め、抗体の減衰を考慮して約10年ごとに１回の追加接種
を行うこと。

※３ B型肝炎について
・既にワクチン接種を受け接種後の血中抗体検査で免疫獲得が確認された者、既感染者（HBs抗体陽性の者）及びHBV感染者
（HBs抗原陽性の者）に対しては、血中抗体検査及びワクチン接種は必要ない。これに該当しない者に対しては、血中抗
体検査を行い、検査結果に応じて、必要な回数のワクチン接種を行うこと
・ワクチン接種後の血中抗体検査で免疫獲得が確認された者に対しては、その後の血中抗体検査や追加接種は必要ない。 32

○救急隊の感染防止対策の推進を目的とした血中抗体検査及びワクチン接種の実施について
（令和２年１月24日 消防救第14号 消防庁救急企画室長通知）

①令和２年度地方交付税措置 ②血中抗体検査及びワクチン接種の対象者の考え方
令和２年度から、B型肝炎に加え、新たに麻しん、風しん、水痘、流行性耳下腺炎及び破傷風の血中抗体検査及びワクチン接種に
要する経費について、地方交付税措置を講ずる
消防本部におかれては、当該地方交付税措置を活用し、救急隊員に対する、業務の遂行に必要な血中抗体検査及びワクチン接種
に、可及的速やかに取り組んでいただくよう要請



人気キャラクター「ハローキティ」と連携した熱中症予防の広報

１これまでの消防庁における熱中症予防啓発広報
○ 救急搬送人員の調査と公表

○ 消防庁特設ホームページ等を通じた予防のための普及啓発
※ Twitter、ポスター、車両用シート、ビデオ、イラスト、
メッセージ、リーフレット、取組事例集

２人気キャラクター「ハローキティ」と連携した動画での広報
（１）背景と目的

○ 今年度は、熱中症予防対策に、新型コロナ対策の要素を含めた対応が必要。

○ 今回新たなツールとして、子供たちを中心とした幅広い年齢層から親しまれてい
る「ハローキティ」と連携し、国民の熱中症予防についての関心を高める効果的な
広報を実施。

（２）内容

○ 約１分間の動画を消防庁特設ページ、 YouTubeで公開。

○ 新しい生活様式において、適宜マスクを外す熱中症予防行動を追加。

○ その他、従来からの「部屋の温度をチェック、エアコンや扇風機を上手に使う」
「水分補給」といった内容と一緒に構成。

（３）動画公開期間

○ 熱中症予防強化月間と中心として、

７月15日（水）から９月15日（火）まで公開（予定）。

動画ＵＲＬ：https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post3.html#heatstroke04

○イメージ
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令和２年度 全国メディカルコントロール協議会連絡会（第２回）
・開催概要
日時 令和３年１月29日（金） 14時から17時
場所 フェニーチェ堺（大阪府堺市）

・プログラム（案）
第１部 我らの地域のメディカルコントロール

取組事例発表（７演題）
第２部 講演
第３部 情報提供

「我らの地域のメディカルコントロール取組事例発表」目的
各地域のMC協議会や消防機関及び医療機関における取組事例を全国へと発信し、情報を共有することでMC体制の更なる充実につ

ながるきっかけをつくる

過去の「我らの地域のメディカルコントロール取組事例発表」募集内容 応募数/採択数 賞

平成29年度 救急業務の高度化や消防・医療機関の関係構築等にあたって
のMC協議会や消防機関及び医療機関の取組や工夫など、全国
に紹介できるMC体制に係る好取組事例

応募38演題
採択７演題

ベストプラクティス賞 １事例
ベストプレゼン賞 １事例

平成30年度 救急業務の高度化や消防・医療機関の関係構築等にあたって
のMC協議会や消防機関及び医療機関の取組や工夫など、全国
に紹介できるMC体制に係る好取組事例

応募19演題
採択７演題

ベストプラクティス賞 １事例
（副賞：クリスタル盾）
ベストプレゼン賞 １事例
（副賞：クリスタル盾）

令和元年度 事後検証又は再教育体制の視点からの指導救命士の活躍の好
事例

応募23演題
採択８演題

指導救命士の活躍 最優秀活躍賞 １事例
（副賞：置き時計）

○令和２年度募集内容
：「MC協議会による日常的な教育に関わる取組（質の担保・方法）」

○〆切り：令和元年９月２日（水）


